様式第１号（第４条関係）

　　年　　月　　日
沖縄県知事　殿
所　在　地：

申請者名称：

代表者役職：

代表者氏名：
沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付申請書
　上記補助金の交付について、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第４条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記
　　　１　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　円
　　　２　補助上限額　　　　　　　　　　　　　　円

　　　３　補助対象期間　　　　令和　　年　　月　から　令和　　年　　月まで
　　　４　観光の事業種別　　　
　　　（添付資料）
⑴　事業計画書
⑵　積算内訳書（交付要綱に定める別表１と別表２に分けて積算すること）

⑶　宣誓・同意書
⑷　その他知事が必要と認める書類
ア 会社概要、組織体制、従業員数（申請前月時点および平成30年同月時点の数）が分かるもの*　事業Ⅲについて「従業員数がわかるもの」は不要
イ 直近２ヵ年分の決算書（直近２ヵ年の利益額および売上高が確認できるもの）※事業Ⅰについては直近１ヵ年分とする。事業Ⅲは不要。
*「所得税徴収高計算書の控え」、「給与所得等にかかる市民税・県民税 特別徴収税額の決定・変更通知書」（市町村ごと） 等
	担当部署
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	

	Mail
	


様式第１号別紙１
沖縄観光人材不足緊急対策事業　事業計画書

①従業員数について
Ａ 前月までの従業員数（令和　年　月時点）　
	全体
	　
	　

	　
	正社員
	その他

	人
	人
	人


Ｂ 平成30年同月時点の従業員数（平成30年　月時点）
	全体
	　
	　

	　
	正社員
	その他

	人
	人
	人


注）補助金交付申請時点の従業員数（１ヶ月以上の雇用期間を有する者（正職員、パート、アルバイト、有期・無期等の雇用形態を問わない）を記載して下さい。
注）県外に本店または支店(営業所等)がある場合、県外で勤務する従業員数は含めず、県

内で勤務する従業員数のみを記入ください。
注）観光分野以外についても事業展開している事業者の場合、観光分野に従事する従業員
数のみ計上ください。
注）Ａ＞Ｂとなる場合は、補助金申請の対象要件に該当しません。
②現状及び課題

②人手不足解消に向けた取組(事業)内容

本事業補助金を活用して、どのように人手不足の解消を図るのか具体的に記載すること。
様式第１号別紙２
沖縄観光人材不足緊急対策事業　積算内訳書
＜支出（補助対象経費）＞
①資格取得支援
	内訳
	金額(税抜)

A
	補助率
B
	沖縄県補助額
C(A×B)

※千円未満端数切捨て
	自己負担額
(A-C)
	積算根拠

	二種免許
	
	80%
	
	
	


注）支出の金額は、消費税及び地方消費税を除く。
様式第２号（第６条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿

所　在　地：　　　　　　　　　　　

申請者名称：　　　　　　　　　　　

代表者役職：　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　

沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金計画変更承認申請書
　　　年　　月　　日付　　第　　　　号で交付決定のあった沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金について、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第６条第１項の規定に基づき、下記の理由により変更したいので申請します。

記

　　　１　変更の理由

　　　２　変更の内容

　　　３　添付資料（参考となるべき資料）

	担当部署
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	

	Mail
	


様式第３号（第７条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿

所　在　地：　　　　　　　　　　　

申請者名称：　　　　　　　　　　　

代表者役職：　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　

沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金事業中止（廃止）承認申請書
　　　年　　月　　日付　　第　　　　号で交付決定のあった沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金について、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、下記の理由により（中止・廃止）したいので申請します。

記

　　　１　中止・廃止の理由

　　　２　中止・廃止の内容

　　　３　添付資料（参考となるべき資料）

	担当部署
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	

	Mail
	


様式第４号（第９条関係）

　年　　月　　日

　沖縄県知事　殿

所　在　地：　　　　　　　　　　　

申請者名称：　　　　　　　　　　　

代表者役職：　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　

沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金産業財産権届出書
　令和　年　月　日付け第　　　号をもって交付決定の通知を受けた沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金について、下記のとおり産業財産権の取得（譲渡、実施権の設定）をしたいので、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第９条の規定に基づき届け出ます。

記

１　種類（番号及び産業財産権の種類）

２　内容

３　相手先及び条件（譲渡及び実施権設定の場合）

（備考）１　用紙の大きさは、日本産業規格A列４とする。

　　　　２　不要の文字をまっ消して使うこと。

　　　　３　産業財産権の内容が分かる書類（特許公報の写しなど）を添付すること。

様式第５号（第10条関係）

　　    　　　　　　　　　　　　　　　       　  　　　　　　　　年　　月　　日

　沖縄県知事　殿

所　在　地：　　　　　　　　　　　

申請者名称：　　　　　　　　　　　

代表者役職：　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　

沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付申請取下げ書
　令和　　年　　月　　日付　第　　　号で交付決定通知のあった補助事業について、

沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第10条の規定に基づき下記のとおり交付の申請を取り下げます。

記

１　交付決定通知書の受領年月日

２　交付の申請を取り下げようとする理由

様式第６号（第11条関係）

　　    　　　　　　　　　　　　　　　　       　  　　　　　年　　月　　日

　沖縄県知事　殿

所　在　地：　　　　　　　　　　　

申請者名称：　　　　　　　　　　　

代表者役職：　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　

沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金実施状況報告書

　令和　　年　　月　　日付　　第　　　号で交付決定通知のあった補助事業の遂行状況について、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第11条の規定に基づき下記のとおり報告します。

記

１　実施状況

注１）申請書の内容説明と併せて事業の経過と取組成果、経費の収支状況及び今後の計画を記載すること。

注２）事業の日程と実績とを比較して、遅延のある場合はその理由を記載すること。
様式第７号（第12条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿

所　在　地：　　　　　　　　　　　

申請者名称：　　　　　　　　　　　

代表者役職：　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　

沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金実績報告書
　　　年　　月　　日付　　第　　　　号をもって交付決定のありました、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金に係る事業について、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第12条の規定に基づき、次のとおり実施いたしましたので、関係書類を添えて報告いたします。

記

　　　１　実　績　額　　　　　　　　　　　　　円

　　　２　補助対象期間　　　　　　　年　　月　から　　　年　　月　まで

　　　３　交付決定額　　　　　　　　　　　　　円

　　　（添付資料）

　　　　⑴　事業報告書

⑵　支出内訳書（交付要綱に定める別表１と別表２に分けて提出すること）
⑶　その他知事が必要と認める書類

ア　補助対象経費の支出が分かる領収書等
イ　その他参考となる資料等
	担当部署
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	

	Mail
	


様式第７号別紙１
沖縄観光人材不足緊急対策事業　事業報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①従業員数について
Ａ 前月までの従業員数（令和　年　月時点）　
	全体
	　
	　

	　
	正社員
	その他

	人
	人
	人


Ｂ 平成30年同月時点の従業員数（平成30年　月時点）
	全体
	　
	　

	　
	正社員
	その他

	人
	人
	人


注）補助金交付申請時点の従業員数（１ヶ月以上の雇用期間を有する者（正職員、パート、アルバイト、有期・無期等の雇用形態を問わない）を記載して下さい。
注）県外に本店または支店(営業所等)がある場合、県外で勤務する従業員数は含めず、県

内で勤務する従業員数のみを記入ください。
注）観光分野以外についても事業展開している事業者の場合、観光分野に従事する従業員
数のみ計上ください。
注）Ａ＞Ｂとなる場合は、補助金申請の対象要件に該当しません。
②現状及び課題

③人手不足解消に向けた取組(事業)内容

（１）本補助金を活用し、どの程度、人材を確保することができましたか。　　　　約　　　人
（２）本補助金を活用し、どの程度、人材の定着につなげることができましたか。　約　　　人
（３）本補助金を活用し、人材の確保・定着への効果は得られましたか。　
はい・いいえ・どちらでもない
（４）人手不足は解消されましたか。あるいは解消できそうですか。はい・いいえ・どちらでもない
（５）本事業の継続を求めますか。　　　　　　　　　　　　　　　はい・いいえ・どちらでもない
（６）本補助金を活用して、どのように人手不足の解消を図ることができたか以下欄に具
体的に記載すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式第７号の２（第12条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿

所　在　地：　　　　　　　　　　　

申請者名称：　　　　　　　　　　　

代表者役職：　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　

沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付申請書兼実績報告書
上記補助金について、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第12条第２項の規定に基づき、次のとおり実施いたしましたので、関係書類を添えて下記のとおり申請および報告いたします。

記

　　　１　実　績　額　　　　　　　　　　　　　円

　　　２　補助対象期間　　　　　　　年　　月　から　　　年　　月　まで
　　　３　交付決定額　　　　　　　　　　　　　円

　　　（添付資料）

　　　　⑴　事業報告書

⑵　支出内訳書（交付要綱に定める別表１と別表２に分けて提出すること）
⑶　宣誓・同意書
⑷　その他知事が必要と認める書類
ア 会社概要、組織体制、従業員数（申請前月時点および平成30年同月時点の数）が分かるもの。事業Ⅲについて「従業員数がわかるもの」は不要
イ 直近２ヵ年分の決算書（直近２ヵ年の利益額および売上高が確認できるもの）※事業Ⅰについては直近１ヵ年分とする。事業Ⅲは不要。

ウ　補助対象経費の支出が分かる領収書等
エ　その他参考となる資料等

	担当部署
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	

	Mail
	


様式第８号（第15条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿

所　在　地：　　　　　　　　　　　

申請者名称：　　　　　　　　　　　

代表者役職：　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　

消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書
　　　　　年　　月　　日付第　　　号で補助金の額の確定通知のあった沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金について、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第15条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

	
	区　分
	金　額

	１
	補助金の確定額
	円

	２
	補助金の額の確定時に減額した消費税等仕入控除税額
	円

	３
	消費税等の申告により確定した消費税等仕入控除税額
	円

	４
	補助金返還相当額（３－２）
	円


添付資料

(1)確定通知書（写）

　(2)消費税等仕入控除税額の確定額を確認できる書類

(3)積算内訳（交付要綱に定める別表１と別表２に分けて提出すること）　　

様式第９号（第16条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿

所　在　地：　　　　　　　　　　　

申請者名称：　　　　　　　　　　　

代表者役職：　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　  
沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金（概算払）請求書
　　　年　　月　　日付　　第　　　　号をもって確定された沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金について、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第16条第２項の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記

　　　１　補助金（概算払）請求額　　　　　　　　　　　　　円

　　　２　概算払いを必要とする理由
　　　３　内訳
	(1)交付決定額
	

	(2)交付済額
	

	(3)今回請求額
	

	(4)差引残額
	


　　　４　振込先
	口　座　振　替　依　頼

	金融機関の名称
	            銀行　　　　　　支店

	預金の種類
	   　普　通　　・　　当　座

	口座番号
	

	口座名義
	


      ５　添付資料　補助対象経費支出明細書
　　　　　（交付要綱に定める別表１と別表２に分けて提出すること）

様式第10号（第16条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿

所　在　地：　　　　　　　　　　　

申請者名称：　　　　　　　　　　　

代表者役職：　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　  
沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金（精算払）請求書
　　　年　　月　　日付　　第　　　　号をもって確定された沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金について、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第16条第２項の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記

　　　１　補助金（精算払）請求額　　　　　　　　　　　　　円

　　　２　内　訳

	(1)交付決定額
	

	(2)交付済額
	

	(3)今回請求額
	

	(4)差引残額
	


　　　３　振込先

	口　座　振　替　依　頼

	金融機関の名称
	            銀行　　　　　　支店

	預金の種類
	   　普　通　　・　　当　座

	口座番号
	

	口座名義
	


　　　４　補助対象経費支出明細書
　　　　（交付要綱に定める別表１と別表２に分けて提出すること）　
様式第11号（第17条関係）

取　得　財　産　等　管　理　台　帳
	管理番号
	種類

	構造
又は
用途
	細目

	財産名

	数量

	単位

	単価

	金額

	取得
年月日
	耐用
年数
	保管
場所
	補助率

	備考


	
	
	
	
	
	
	
	  円

	  円

	
	
	
	
	


（注） １．対象となる取得財産等は、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第17条に定める取得または効用の増加額が１件あたり50万円以上のものとする。
２．財産名の欄は、機械等の場合はその名称、産業財産権の場合はその権利の種類を記入すること。
３．財産の「種類」、「構造又は用途」、「細目」及び「耐用年数」は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定められている。
４．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は
分割して記載すること。
       ５．取得年月日は、検収年月日を記載すること。 
様式第12号（第17条関係）

取　得　財　産　等　管　理　明　細　表（令和　　年度）
	管理番号
	種類

	構造
又は
用途
	細目

	財産名

	数量

	単位

	単価

	金額

	取得
年月日
	耐用
年数
	保管
場所
	補助率

	備考


	
	
	
	
	
	
	
	  円

	  円

	
	
	
	
	


（注） １．対象となる取得財産等は、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第17条に定める取得または効用の増加額が１件あたり50万円以上のものとする。
２．財産名の欄は、機械等の場合はその名称、産業財産権の場合はその権利の種類を記入すること。
３．財産の「種類」、「構造又は用途」、「細目」及び「耐用年数」は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定められている。
４．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は
分割して記載すること。
       ５．取得年月日は、検収年月日を記載すること。
様式第13号（第18条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿

所　在　地：　　　　　　　　　　　

申請者名称：　　　　　　　　　　　

代表者役職：　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　

　　　　

沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金財産処分承認申請書 
　 

　 

　　　年　　月　　日付　　第　　　号で交付決定通知のあった沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金に関し、下記の財産を処分したいので、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第18条第２項の規定に基づき申請します。 

　 

記 

　 

　１　補助事業名 

　 

　２　取得価格及び時価 

　 

　３　処分の方法

　４　処分の理由

様式第14号（第19条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿

所　在　地：　　　　　　　　　　　

申請者名称：　　　　　　　　　　　

代表者役職：　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　

沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金に係る事業成果報告書
　　　年　　月　　日付　　第　　　号で交付決定通知のあった上記の補助事業に関し、令和　　年度の事業成果状況について、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第19条の規定に基づき下記のとおり報告します。 

記

１　補助事業名

２　補助期間

３　事業成果

４　今後の展開予定

様式第15号（第20条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿

所　在　地：　　　　　　　　　　　

申請者名称：　　　　　　　　　　　

代表者役職：　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　

沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金収益状況報告書
　　　　年　月　日付第　号をもって交付決定の通知を受けた沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金について、沖縄観光人材不足緊急対策事業補助金交付要綱第20条第１項の規定に基づき、産業財産権の譲渡又は実施権の設定等による収益状況を下記のとおり報告します。

記

　１　補助金の確定額及びその通知日

　２　収益状況（収益額、算出根拠等）

申請者





業種





申請者





業種





取組（事業）内容








